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監査種別 令和７年度 包括外部監査（令和８年３月 24日報告） 【意見】 

テ ー マ  公有財産の維持管理適正性について 

No. 該当所属 監査の結果 
措置・対応

状況の別 
内  容 

１ 
生涯学習

課 

公民館は再編の最優先対象とし、

「数」から「機能」への転換を進めるこ

とが望ましい。 

 公民館については、老朽化、過剰配

置、利用率低下、更新費用の増大といっ

た複数の構造的課題を同時に抱えてい

ることから、統廃合や複合化を含めた

再編を最優先で進め、施設数の維持で

はなく、地域における機能の維持を重

視した配置へ転換することが望まし

い。 

措置 

（完了） 

本年３月に改訂した公共施設等総合管理

計画では、人口減少・少子高齢化の進行、公

共施設等の老朽化及び建築費用の高騰など

複合的な課題に対して、持続可能な公共施

設サービスを「次世代に負担を残さず、次の

100年を引き継いでいく」ことを基本理念と

しております。 

そのため、「選択と集中による『安全・安

心』の確保」と「公共施設の最適化による『縮

充』の実現」を基本方針としております。 

本市の公民館は中央公民館１館、地区公

民館 14 館、地域公民館 26 館、分館・分室

58 館、別館１館と、他の中核市と比べても

多く設置されている状況です。本計画の具

体的な対応方針を定めるため、同時期に策

定した第二期個別施設計画においては、各

施設の目的や役割、利用状況、建物の劣化状

況、重要性等を考慮した施設評価を行い、各

公民館を「継続 29館」「あり方検討 20館」

「廃止 51館」と分類いたしました。 

主な検討の方向性としては、地区・地域公

民館は地域の核となる「学校」や「行政セン

ター」等との複合化を図り、分館・分室は本

館等への集約化を基本としています。 

今後、この施設評価に基づき、集約・複合

化や廃止などの最適化を進めるにあたって

は、各公共施設の目的や役割を踏まえると

ともに、地域の皆様と個別具体的な話し合

いを行い、地域の実情に応じた対応を図っ

てまいります。その上で、施設総量を「縮減」

しながらも、バリアフリー化や脱炭素化な

どの機能を「充実」させる「縮充」の考え方

に基づき、地域に必要な機能の確保に努め

ながら進めてまいります。 

令和８年８月 31日措置通知 教育委員会 
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No. 該当所属 監査の結果 
措置・対応

状況の別 
内  容 

２ 
防災危機

管理課 

 消防団車庫詰所は削減を目的とせ

ず、最低限の安全性確保を前提とした

再配置・複合化を進めることが望まし

い。 

 消防団車庫詰所については、防災上

の重要性を踏まえ、単純な縮小や撤退

を行うのではなく、耐震性等の最低限

の安全性を確保したうえで、防災倉庫

等との複合化や周辺施設の機能を統括

し権限を強化する中核化（拠点への集

約化）を進め、機能の維持と運営の効率

化を図ることが望ましい。 

措置 

（完了） 

消防団車庫詰所につきましては、消防団

員数の減少等を踏まえ、令和２年度策定の

「郡山市消防団再編計画」において、車庫詰

所 189棟を、令和 11年度までに 147棟にす

ることとしておりましたが、令和２年４月

１日現在で 2,338 名であった団員数の減少

が進んでいることから、令和６年度の地区

隊長会議において郡山市消防団再編計画の

見直しを決定したところです。 

なお、令和８年度からは、機能別消防団員

制度を導入したところであり、限られた人

数での効率的な消防団活動に向けた車庫詰

所等の適正配置及び耐震性等の安全基準を

確保することを念頭に、地元消防団及び町

内会等の意見を伺いながら再編に向けた検

討を進めているところであります。 

 

令和８年８月 31日措置通知 市長 

３ 
公園緑地

課 

公衆便所は更新を前提とせず、民間

施設との協働による代替へ段階的に移

行することが望ましい。 

公衆便所については、更新費用に対

する費用対効果が限定的であること

や、民間施設による代替環境が整いつ

つあることを踏まえ、基本的に更新を

行わず、老朽化に伴う自然減と民間施

設との協定による代替を基本とする方

向で整理することが望ましい。 

措置 

（完了） 

公共施設のトイレ（公衆便所）のうち公園

トイレの更新につきましては、都市公園が

担う災害時の防災機能（緊急避難場所）や地

域住民への憩いの場の提供などの役割を損

なうことのないように、「残すべき場所」と

「整理可能な場所」を選別しながら、公園ト

イレの配置状況や利用頻度、公園周辺の代

替可能な施設との調整も検討した上で、更

新を前提とせずに廃止（自然減）、集約、部

分補修など、公園トイレの在り方を整理し

てまいります。 

 

令和８年８月 31日措置通知 市長 
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No. 該当所属 監査の結果 
措置・対応

状況の別 
内  容 

４ 

公有資産

マネジメ

ント課 

公共施設については、施設類型ごと

に評価軸を明確化し、戦略的再投資を

伴う公共施設マネジメントを推進する

ことが望ましい。 

 公共施設については、施設類型ごと

に役割や特性が異なることから、同一

の基準で評価するのではなく、更新・複

合化・代替・撤退といった選択肢を含め

た評価軸を明確化し、横断的な公共施

設マネジメントを推進することが望ま

しい。 

 あわせて、施設再編(最適化)によっ

て創出された財源や余剰空間について

は、単なる収支改善に留めるのではな

く、郡山市の持続可能性を高めるため

の戦略的投資(例えば、産業構造の変化

に対応したリスキリング環境の整備

や、地域の実情に即した移動手段の確

保など、市民の利便性向上に資する施

策)へ優先的に配分することを検討さ

れたい。 

措置 

（完了） 

令和８年３月に策定した「第二期郡山市

個別施設計画」では、施設の評価について、

「サービス評価」と「建物評価」の二軸によ

る「総合評価」を行い、施設ごとの今後の方

向性を示しております。 

このうち「サービス評価」については、施

設類型ごとの役割や特性を踏まえ、稼働率

や利用者数などの指標を用いた「定量評価」

に加え、行政サービスとしての必要性や公

益性などを考慮した「定性評価」を組み合わ

せて実施しております。 

また、「サービス評価」と建物の残存価値

等を評価する「建物評価」を組み合わせるこ

とで、「Ａ：継続」「Ｂ：建物更新」「Ｃ：サ

ービス廃止」「Ｄ：廃止」「Ｅ：あり方検討」

の５区分による総合評価を行い、長寿命化、

更新、集約・複合化、廃止等を含めた施設方

針を定めております。 

さらに、公共施設の再編・整備等の最適化

の推進にあたっては、令和８年４月に策定

した「公共施設最適化ガイドライン」に基づ

き、限られた財源を効果的・効率的に活用し

ながら、市全体の交通政策や福祉政策との

連携を図りつつ、市民サービスの維持や地

域課題の解決に資する持続可能な公共施設

の最適化に向けた検討を進めております。 

 

令和８年８月 31日措置通知 市長 

 


